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フ
ェ
イ
ズ
１
：
求

職
者

支
援

制
度

の
周

知

求
職

者
支

援
制

度
の

周
知

・
広

報
、
及

び
教

育
訓

練
機

関
を
対

象
と
し
た
説

明
会

へ
の

対
応

2
0
1
1
年

6
月

2
8
日

能
　
　
　
　
　
力

ニ
ー
ズ
調
査
→
訓

練
運

営
→

就
職

支
援

ま
で
の

流
れ

訓
練

の
仕

上
が

り
像

職
業

訓
練

の
P
D
C
A
の

理
解

（
説

明
）

訓
練

実
施

中
の

事
務

に
つ
い
て

就
職

支
援

の
必

要
性

訓
練

指
導

技
法

実
施

検
討

を
し
て

い
る
者

へ
ど
の

よ
う
に
準

備
し
た
ら
よ

い
か

を
伝

え
る

0
0

0

訓
練

実
施

と
評

価
の

仕
方

0

各
種
要

件
(指

導
体
制
等

)の
理

解
（
説

明
）

職
業

訓
練

実
施

機
関

と
し
て
の

要
件

確
認

求
職

者
支

援
訓

練
と
し
て
成

立
す
る

条
件

0
0

0

設
定

要
件

、
実

施
要

綱
を
分

か
り
や

す
く
明
示

0
0

0

0

0
求
職

者
支

援
制

度
の

条
件

等
の

理
解

0
0

0
0

0
職
業

訓
練

の
理

念
職

業
訓

練
の

目
的

(就
職

)を
伝

え
る

目
的

意
識

、
就

職
理

念
の

徹
底

就
職

の
た
め
の

制
度

で
あ
る
こ
と
を

認
識
し
て
も
ら
う

職
業
訓

練
の

理
念
・
意

義
の

理
解

(説
明
)

求
職

者
支

援
制

度
参

画
希

望
者

説
明

会
の

実
施

説
明

会
へ

の
参

加
促

進
・
義

務
化

説
明

会
の

参
加

者
の

身
分

を
限

定
（
担

当
者

レ
ベ
ル

）

説
明
会
(シ

ナ
リ
オ
・

資
料
)の

作
成
（
説
明

者
向
け
と
参
加
者
向

け
）
【
全
国
統
一
】

説
明
会
に
施
設
内
訓

練
を
見
学
し
て
も
ら

い
職
業
訓
練
あ
る
べ

き
姿
を
見
せ
る

説
明

会
・
H
P

で
の

広
報

罰
則

・
ペ
ナ
ル

テ
ィ
・
参

画
で
き
な

い
条

件
な
ど
を
明

示

機
構

側
の

相
談

窓
口

を
明

示
説

明
会

参
加

証
明

書
の

発
行

（
申

請
時

に
制

度
理

解
の

指
標
と
す
る
）

求
職
者

支
援

制
度

の
目
的

求
職

者
支

援
制

度
の

背
景

・
理

解
基

金
訓

練
と
の

違
い
の

説
明

認
定

基
準

の
広

報
（
H
P
、
チ
ラ
シ
）

申
請

様
式

・
申

請
書

類
の

書
き
方

な
ど
を
H
P
で
公

開

行
政

的
な
専

門
用

語
を
わ

か
り
や

す
い
説

明
文

で
統

一
（
本

部
→

施
設

）

モ
デ
ル

カ
リ
キ
ュ
ラ

ム
の

提
示

0
0

認
定

後
に

教
育

訓
練

機
関

が
行

う
べ
き
実
務

労
働

局
、
H
W
と
の

連
携

関
係

機
関

へ
の

周
知

過
去

に
委

託
訓

練
や

基
金

訓
練

を
実

施
し
た
機

関
へ

の
制

度
を
周

知

H
P
へ

（
基

準
・
申

請
に
あ
た
っ
て
の

留
意

事
項

）
の

掲
載

各
連

合
会

へ
の

周
知

→
傘

下
学

校
へ

の
周

知

求
人

・
求

職
ニ
ー

ズ
の

あ
る
事

業
主

団
体

へ
の

周
知

0
0

0
0

関
係

機
関

と
の

調
整

・
周

知

説
明

会
の

理
解

度
ア
ン
ケ
ー
ト

ワ
ー
ク
ガ
イ
ダ
ン

ス
の

よ
う
な
講

習
を
義

務
付

（
講

師
だ
け
で
な
く
）

施
行

後
し
ば
ら
く
し

て
、
優

良
実

施
機

関
の

実
施

例
を
示

す

0
0

0
0

0
0

0
そ
の

他
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0
5
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2
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5
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0
5
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4

0
5
-
5

0
5
-
6

0
5
-
7

0
5
-
8

0
5
-
9

0
5
-
1
0

0

6
6
-
1

0
6
-
2

0
6
-
3

0
6
-
4

0
6
-
5

0
6
-
6

0
6
-
7

0
6
-
8

0
6
-
9

0
6
-
1
0

0

7
7
-
1

0
7
-
2

0
7
-
3

0
7
-
4

0
7
-
5

0
7
-
6

0
7
-
7

0
7
-
8

0
7
-
9

0
7
-
1
0

0

8
8
-
1

0
8
-
2

0
8
-
3

0
8
-
4

0
8
-
5

0
8
-
6

0
8
-
7

0
8
-
8

0
8
-
9

0
8
-
1
0

0

詳
細

な
確

認
事

項
に

関
す

る
F
A

Q
の

整
備

（
逐

次
更

新
）

受
付

担
当

者
用

Q
&
A

作
成

相
談

メ
モ

記
録

、
情

報
の

共
有

相
談

内
容

を
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

で
き

る
仕

組
み

相
談

受
付

表
、

相
談

記
録

表
の

作
成

0
0

0
0

ジ
ョ

ブ
・
カ

ー
ド

の
整

合
性

・
確

認

J
A

V
A

D
A

発
行

評
価

シ
ー

ト
の

入
手

（
4
分

冊
）

評
価

シ
ー

ト
モ

デ
ル

の
印

刷
物

管
理

（
J
A

V
A

D
A

か
ら

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

）

0
0

基
礎

コ
ー

ス
の

評
価

シ
ー

ト
共

通
化

J
C

シ
ー

ト
作

成
支

援
（
記

載
例

、
作

成
手

順
）

J
C

様
式

４
－

２
の

作
成

方
法

の
説

明
と

理
解

機
構

の
J
C

作
成

ツ
ー

ル
の

紹
介

0
0

0
就

職
見

込
み

（
訓

練
ニ

ー
ズ

、
求

人
ニ

ー
ズ

）
の

裏
付

け
・
確

認

就
職

の
可

能
性

・
就

職
見

込
み

の
裏

付
け

の
確

認

訓
練

ニ
ー

ズ
（
人

材
ニ

ー
ズ

・
求

人
ニ

ー
ズ

）

ニ
ー

ズ
把

握
の

精
度

就
職

で
き

る
訓

練
内

容
で

あ
る

か
確

認
（
内

容
・
体

制
・

就
職

見
込

み
）

就
職

支
援

の
方

法
就

職
支

援
の

方
策

チ
ェ

ッ
ク

0

0
0

訓
練

計
画

（
目

標
、

仕
上

が
り

像
な

ど
）

の
整

合
性

メ
ー

ル
等

で
申

請
の

事
前

確
認

0
0

0

認
定

要
件

・
申

請
事

項
の

相
談

・
確

認

他
都

道
府

県
で

の
申

請
・
実

施
実

績
の

確
認

現
地

・
講

師
（
経

歴
等

）
・
教

室
の

確
認

（
新

規
）

講
師

要
件

の
ル

ー
ル

作
り

申
請

手
続

き
の

概
要

説
明

（
ペ

ー
パ

ー
）

認
定

基
準

を
み

た
し

て
い

る
か

確
認

（
内

容
・
設

備
・
体

制
）

「
べ

か
ら

ず
」
要

件
の

周
知

設
定

要
件

等
と

の
照

合
訪

問
調

査
に

よ
る

施
設

設
備

の
確

認
認

定
前

に
訪

問
調

査
す

る
旨

を
事

前
に

説
明

訓
練

環
境

に
つ

い
て

の
基

準
の

説
明

機
関

の
事

業
内

容
・
教

育
経

験
の

確
認

申
請

前
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

申
請

前
相

談
時

確
認

事
項

　
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

化

分
か

り
や

す
い

チ
ェ

ッ
ク

リ
ス

ト
に

よ
る

確
認

0
受

付
担

当
者

用
相

談
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

0
0

0
0

0

0

0

0
実

施
計

画
の

総
量

調
整

0
0

県
内

の
分

野
別

申
請

状
況

の
周

知
事

前
相

談
を

要
件

に
す

る
同

種
コ

ー
ス

の
競

合
調

整
他

機
関

の
訓

練
実

施
有

無

訓
練

実
施

機
関

が
や

る
こ

と
を

伝
え

確
認

さ
せ

る

0
0

労
働

局
等

と
の

事
前

情
報

の
共

有
労

働
局

等
へ

の
事

前
調

整

0
Ｆ

Ａ
Ｑ

の
整

備

基
金

訓
練

の
実

績
確

認

0
0

0

企
業

実
習

型
訓

練
を

組
み

込
ん

で
い

る
場

合
、

実
習

先
が

確
保

さ
れ

て
い

る
こ

と
の

説
明

0

登
録

キ
ャ

リ
ア

・
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
確

認

常
勤

担
当

者
の

配
置

確
認

と
そ

の
人

の
能

力
要

件

初
回

申
請

時
に

は
申

請
す

る
企

業
も

来
所

0
0

0
0

0
0

0
常

駐
専

任
担

当
者

能
　

　
　

　
　

力

訓
練

計
画

の
相

談
援

助
申

請
希

望
す

る
訓

練
内

容
に

必
要

な
手

続
き

の
説

明

申
請

に
必

要
な

書
類

を
渡

す
訓

練
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
作

成
方

法
の

説
明

モ
デ

ル
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

提
供

・
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
事

例
の

提
供

テ
キ

ス
ト

代
に

つ
い

て
の

助
言

 フ
ェ

イ
ズ

２
：
求

職
者

支
援

制
度

の
申

請
前

の
相

談

求
職

者
支

援
制

度
へ

の
参

画
を

希
望

す
る

者
に

対
し

て
申

請
前

の
個

別
相

談

2
0
1
1
年

6
月

2
8
日
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作
成
年
月
日
:

作
成
者

:
調
査
研
究
会

分
析
対
象

:

仕
事

1
1
-
1

0
1
-
2

0
1
-
3

0
1
-
4

0
1
-
5

0
1
-
6

0
1
-
7

0
1
-
8

0
1
-
9

0
1
-
1
0

0

2
2
-
1

0
2
-
2

0
2
-
3

0
2
-
4

0
2
-
5

0
2
-
6

0
2
-
7

0
2
-
8

0
2
-
9

0
2
-
1
0

0

3
3
-
1

0
3
-
2

0
3
-
3

0
3
-
4

0
3
-
5

0
3
-
6

0
3
-
7

0
3
-
8

0
3
-
9

0
3
-
1
0

0

4
4
-
1

0
4
-
2

0
4
-
3

0
4
-
4

0
4
-
5

0
4
-
6

0
4
-
7

0
4
-
8

0
4
-
9

0
4
-
1
0

0

5
5
-
1

0
5
-
2

0
5
-
3

0
5
-
4

0
5
-
5

0
5
-
6

0
5
-
7

0
5
-
8

0
5
-
9

0
5
-
1
0

0

5
-
1
1

0
5
-
1
2

0
5
-
1
3

0
5
-
1
4

0
5
-
1
5

0
5
-
1
6

0
5
-
1
7

0
5
-
1
8

0
5
-
1
9

0
5
-
2
0

0

6
6
-
1

0
6
-
2

0
6
-
3

0
6
-
4

0
6
-
5

0
6
-
6

0
6
-
7

0
6
-
8

0
6
-
9

0
6
-
1
0

0

フ
ェ
イ
ズ
３
：
教

育
訓

練
機

関
の

開
拓

計
画
数
な
ど
の
目
標
値
を
充
足
で
き
な
い
場
合
の
教
育
訓
練
機
関
の
開
拓

2
0
1
1
年
6
月
2
8
日

能
　
　
　
　
　
力

各
訓
練
分
野
ご
と

の
団
体
連
絡
先
一

覧
（
U
R
L
）
作
成

助
成
金
活
用
事
業

主
か
ら
教
育
実
績

の
あ
る
事
業
主
の

抽
出

基
金
訓
練
で
実
績

が
あ
り
成
長
分
野

等
の
再
申
請
促
進

J
A
V
A
D
A
支
部
か

ら
情
報
収
集

広
報
し
な
い
ブ
ラ
ッ

ク
リ
ス
ト
お
よ
び
情

報
共
有

ク
レ
ー
ム
情
報
の

共
有

0

0
0

不
足
し
て
い
る
訓

練
分
野
の
把
握

必
要
な
訓
練
分
野

と
申
請
件
数
の
把

握
→
そ
の
差
異
が

開
拓
件
数

既
設

コ
ー
ス
の

確
認

新
規
業
種
の
訓
練

開
拓
件
数
の
把
握

0

0

0
0

0

0

0
計
画
数
の

充
足
状
況

の
把
握

実
施

の
条

件
に
合

う
学

校
・
教

育
訓

練
機

関
を

リ
ス
ト
ア
ッ
プ
し
提

案
営

業

0
0

0
0

関
係
団
体

へ
の
情
報

収
集

専
修
学
校
等
で
参

画
し
て
い
な
い
機

関
等
の
情
報
収
集

開
拓
訓
練
分
野
の

訓
練
実
施
可
能
な

教
育
機
関
を
紹
介

依
頼

開
拓
訓
練
分
野
の

事
業
所
等
を
地
域

商
工
会
に
紹
介
依

頼

各
県
専
各
連
合
会

か
ら
の
情
報
収
集

0
0

0
0

0
広
報

教
育
訓
練
機
関
向

け
説
明
会
の
追
加

開
催

、
チ
ラ
シ

H
P
に
よ
る
広
報

0

0
0

手
持
ち
情

報
の
整
備

制
度
説
明
、
営
業

ツ
ー
ル
の
作
成

「
新
規
参
入
希
望

L
S
P
の
方
へ
」

こ
れ
ま
で
付
き
合

い
が
あ
る
教
育
訓

練
機
関
へ
実
施
を

提
案

こ
れ
ま
で
付
き
合

い
が
な
い
が
実
施

し
て
ほ
し
い
機
関

へ
の
提
案

短
大
、
大
学
等
教

育
機
関
へ
の
働
き

か
け

事
業
主
団
体
・
関

係
団
体
へ
の
説
明

会

求
職
者
訓
練
の
メ

リ
ッ
ト
、
委
託
訓
練

と
の
比
較

委
託
訓
練
の
よ
う

に
企
画
競
争
を
経

る
必
要
が
無
い

訓
練
期
間
を
自
由

に
設
定
で
き
る

新
規
参
入
の
条
件

明
示

求
人
企
業
と
一
緒

に
学
校
へ
訓
練
実

施
の
提
案
を
す
る

求
職
者
支

援
制
度
の
メ

リ
ッ
ト
説

明
（
営
業
用
資

料
）

教
育
機
関
の
見

学
、
調
査

認
定
訓
練
校
の
現

状
調
査

認
定
訓
練
校
へ
の

キ
ャ
パ
拡
大
依
頼

0
0

0
0

0
0

0

競
合
調
査
（
他
訓

練
と
の
開
始
時

期
、
訓
練
分
野
な

ど
の
競
合
）

訓
練
開
始
時
期
の

把
握

受
講
機
会
の
確
保

に
向
け
て
訓
練
実

施
場
所
の
把
握

他
が
手
を
つ
け
て

い
な
い
業
種
に
関

す
る
コ
ー
ス
実
施

の
提
案

0
0

0
0

0
0

他
訓
練
制

度
と
の
競

合
、
未
開
の

分
野
開
拓
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参考資料１　職業訓練コーディネートに求められる要素分析表



作
成

年
月

日
:

作
成

者
:

調
査

研
究

会

分
析

対
象

:

仕
事

1
1
-
1

0
1
-
2

0
1
-
3

0
1
-
4

0
1
-
5

0
1
-
6

0
1
-
7

0
1
-
8

0
1
-
9

0
1
-
1
0

0

1
-
1
1

0
1
-
1
2

0
1
-
1
3

0
1
-
1
4

0
1
-
1
5

0
1
-
1
6

0
1
-
1
7

0
1
-
1
8

0
1
-
1
9

0
1
-
2
0

0

2
2
-
1

0
2
-
2

0
2
-
3

0
2
-
4

0
2
-
5

0
2
-
6

0
2
-
7

0
2
-
8

0
2
-
9

0
2
-
1
0

0

3
3
-
1

0
3
-
2

0
3
-
3

0
3
-
4

0
3
-
5

0
3
-
6

0
3
-
7

0
3
-
8

0
3
-
9

0
3
-
1
0

0

4
4
-
1

0
4
-
2

0
4
-
3

0
4
-
4

0
4
-
5

0
4
-
6

0
4
-
7

0
4
-
8

0
4
-
9

0
4
-
1
0

0

5
5
-
1

0
5
-
2

0
5
-
3

0
5
-
4

0
5
-
5

0
5
-
6

0
5
-
7

0
5
-
8

0
5
-
9

0
5
-
1
0

0

6
6
-
1

0
6
-
2

0
6
-
3

0
6
-
4

0
6
-
5

0
6
-
6

0
6
-
7

0
6
-
8

0
6
-
9

0
6
-
1
0

0

7
7
-
1

0
7
-
2

0
7
-
3

0
7
-
4

0
7
-
5

0
7
-
6

0
7
-
7

0
7
-
8

0
7
-
9

0
7
-
1
0

0

8
8
-
1

0
8
-
2

0
8
-
3

0
8
-
4

0
8
-
5

0
8
-
6

0
8
-
7

0
8
-
8

0
8
-
9

0
8
-
1
0

0

8
-
1
1

0
8
-
1
2

0
8
-
1
3

0
8
-
1
4

0
8
-
1
5

0
8
-
1
6

0
8
-
1
7

0
8
-
1
8

0
8
-
1
9

0
8
-
2
0

0

9
9
-
1

0
9
-
2

0
9
-
3

0
9
-
4

0
9
-
5

0
9
-
6

0
9
-
7

0
9
-
8

0
9
-
9

0
9
-
1
0

0

フ
ェ
イ
ズ
４
：
申

請
書

類
へ

の
助

言

申
請

者
と
の

対
面

で
各

種
書

類
の

内
容

確
認

、
併

せ
て
教

育
訓

練
機

関
の

質
を
推

し
測

る

2
0
1
1
年

6
月

2
8
日

0
0

審
査

中
の

対
応

、
情

報
発

信
・
情

報
交

換
、
そ
の

他

不
認

定
の

場
合

の
不

服
申

し
立

て
窓

口
の

設
置

書
類

提
出

時
期

の
T
E
L
確

認
、
来

所
予

約

0
0

預
か

り
証

、
受

付
、
受

理
問

題
（
ト

ラ
ブ
ル

防
止

）

申
請

日
、
受

理
日

の
確

認
（
申

請
日

、
受

理
日

の
定

義
）

申
請

者
検

討
機

関
へ

認
定

し
た
訓

練
情

報
提

供

労
働

局
等

の
と
の

情
報

交
換

・
調

整
（
総

量
調

整
）

0

能
　
　
　
　
　
力

0
0

認
定

要
件

の
確

認
（
講

師
の

適
否

）
講

師
要

件
の

裏
付

け
確

認
（
要

書
類

添
付

）

訓
練

定
員

と
実

技
実

習
と
講

師
人

数
の

確
認

訓
練

の
流

れ
を

チ
ェ
ッ
ク

実
技

(演
習

）
方

法
、
手

法
の

確
立

職
業

人
講

話
、
職

場
体

験
の

内
容

確
認

教
室

が
未

着
手

未
施

工
の

場
合

は
認

定
申

請
で
き
な
い

訓
練

中
の

災
害

対
策

・
保

険
証

（
写

し
）

実
態
調
査

訓
練

実
施

時
オ
リ

エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

0
0

0
0

0
0

調
査

時
間

の
見

積
も
り
・
計

画
安

全
衛

生
、
防

災
設

備
の

確
認

訓
練

機
器

・
設

備
の

確
認

、
助

言
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
ラ
イ

セ
ン
ス
の

確
認

事
前

調
査

の
た
め

の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

作
成

必
要

に
応

じ
て
訪

問
調

査
訓

練
環

境
確

認
の

た
め
の

訪
問

調
査

ア
ポ
な
し
調

査

0

よ
り
よ
い
訓

練
ク
ラ

ス
に
す
る
た
め
の

工
夫

・
方

針

0

必
要

書
類

一
覧

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
・
記

載
例

の
整

備

対
面

に
よ
る
書

類
チ
ェ
ッ
ク
・
補

正
指

示

0
募
集
方
法
・

入
所
選
考

0
0

審
査

項
目

の
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

各
様

式
間

の
整

合
性

チ
ェ
ッ
ク
・
横

断
的
チ
ェ
ッ
ク

添
付

書
類

の
確

認
（
添

付
漏

れ
の

確
認

）

申
請

書
類

か
ら
読

み
取

れ
な
い
内

容
の

聞
き
取

り

0

0

求
人
ニ
ー
ズ
に

沿
っ
た
訓

練
計

画
、
仕

上
が

り
像

か
チ
ェ
ッ
ク

求
人
ニ
ー
ズ
の
裏

付
け
資

料
訓

練
目

標
と
申

請
内

容
の

整
合

性
チ
ェ
ッ
ク

企
業

実
習

先
の

確
保

状
況

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
と
日

別
計

画
表

の
整

合
性
チ
ェ
ッ
ク

申
請
書
類

確
認

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

是
正

就
職

で
き
る
訓

練
か
チ
ェ
ッ
ク

取
得

資
格

試
験

時
期

と
訓

練
期

間
の

確
認

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ

ル
要

件
の

裏
付

け
確

認
（
要

書
類

添
付

）

賃
貸

契
約

の
期

間
確

認
（
教

室
、
建

物
、
事

務
所

）

0
0

受
講

者
か

ら
の

苦
情

受
付

窓
口

の
明

示

対
面

で
書

類
を
確

認
（
誤

解
・
意

思
疎

通
ト
ラ
ブ
ル

回
避

の
た
め
）

認
定

後
の

変
更

の
難

し
さ
の

説
明

0
0

0
0

教
育
訓
練

機
関
の
素

性
確
認

過
去
の
実
施
状
況
の

確
認
(実

施
実
績
、
就

職
状
況
、
ペ
ナ
ル
テ
ィ

履
歴
な
ど
)

教
育
訓
練
機
関
の
企

業
概

要
を
H
P
な
ど
で
確

認
（
本
社
？
支
社
？
異

業
種
？
）

代
行

社
労

士
に
よ

る
申

請
は

推
奨

し
な
い
。
経

営
者

・
担

当
者

の
確

認

認
定

要
件

の
確

認

訓
練

制
度

を
理

解
し
た
こ
と
の

確
認

書
を
も
ら
う

0
0

0
0

誓
約
書
確

認
（
誓
約
書

の
取
得
が

望
ま
し
い
）

事
前

制
度

説
明

会
出

席
済

み
の

説
明

書
添

付

説
明

会
の

内
容

を
理

解
し
て
申

請
し

た
旨

の
誓

約
書

「
局

、
機

構
の

指
導
に
従
い
ま
す
」

の
誓

約
書

0
0

訓
練
の
質

の
確
認

評
価

項
目

の
確

認
（
汎

用
的

な
評

価
項

目
か

）

認
定

要
件

の
確

認
（
訓

練
内

容
と
就

職
先

と
J
C
評

価
項

目
の

整
合

性
）

評
価

項
目

の
レ
ベ

ル
と
仕

上
が

り
像

の
整

合
性

訓
練

科
目

に
沿

っ
た
評

価
項

目
か

チ
ェ
ッ
ク

評
価
シ
ー
ト
と
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
の

整
合

性
確

認

0
0

0
0

0
J
C
評

価
シ
ー
ト
と
訓

練
内
容
の

整
合
性

訓
練

と
テ
キ
ス
ト

の
整

合
性

テ
キ
ス
ト
の

実
物

チ
ェ
ッ
ク

教
材

、
課

題
の

確
認

、
助

言
0

0
0

0
0

0
0

使
用
教
材

確
認

訓
練

コ
ー
ス
広

報
方

法
の

確
認

、
助

言

広
報

方
法

の
指

導
選

考
基

準
の

有
無

確
認

併
願

等
の

可
否

の
確

認
0

0
0
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参考資料２ 

 

職業訓練の理念（松本委員作成） 





職業訓練の理念 

職業能力開発総合大学校 能力開発専門学科 

松本和重 

1．求職者支援訓練が生まれた背景 

 

 

 

 

 

 

2．職業訓練への期待 

 職業訓練の就職率 

 

 

 

 

 

 一般的な就職支援 

イ. 職業相談 （自己理解・仕事理解の促進、今後の方向性支援の相談） 

ロ. 求人情報の提供 （求人情報収集と読み方にかかる助言） 

ハ. 履歴書の作成にかかる指導 （応募書類の作成にかかる指導） 

ニ. 面接するに当たっての指導 

ホ. 計画的な就職活動への支援ができる 

 

 職業訓練が持つ就職支援機能、キャリア形成支援機能 

職
業
訓
練

一
般
的
な
就
職
支
援

就
職
の
意
志
決
定

就
職
決
定

今
後
の
方
向
性
の
検
討

求
人
情
報
収
集

応
募
書
類
の
作
成

求
人
企
業
で
の
面
接

職
業
能
力
開
発

（
職
業
体
験
）

自
己
理
解

仕
事
理
解

職
場
見
学
・
面
談

企
業
実
習

仕
事
理
解

自
己
理
解
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3．求職者訓練という国の施策が目指すもの 

 求職者支援訓練の趣旨 

 

求職者支援訓練は、特定求職者ができる限り早期に、（               ）に

移行できるよう、必要な技能及びこれに関する知識を付与するために、（        ）

として行なわれるものであること。 

 

 

 求職者支援訓練の財源と還元 

 

 

 

 

 

 職業能力開発促進法に見る職業訓練 

 

（第 1 条） 

この法律は、雇用対策法と相まつて、職業訓練及び職業能力検定の内容の充実強化及びその

実施の円滑化のための施策並びに労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受

ける機会を確保するための施策等を総合的かつ計画的に講ずることにより、 

職業に必要な労働者の能力を開発し、及び向上させることを促進し、 

もつて、（       ）と（            ）を図るとともに、経済及び社会

の発展に寄与することを目的とする。 

 

（第 15 条の 6） 

国及び都道府県は、労働者が段階的かつ体系的に職業に必要な技能及びこれに関する知識を

習得することができるように、（中略）職業訓練を行なうものとする。 

 

（第 23 条） 

公共職業能力開発施設長は、公共職業安定所長との密接な連携の下に、公共職業訓練を受け

る求職者の就職の援助に関し必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

 

 

 民間の力の活かし、時代のニーズへ応じる際に直面する課題 

 

（          ）と（     ）と（    ）の求めるもののすれ違い。 

｛民間の教育訓練プロバイダーの（     ）と職業訓練・就職支援の（     ）。｝ 
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4．実施すべきこと 

 

様々な求職者と求人企業を（      ）で繋ぐことにより、求職者の（      ）

を実現する 

 

①（      ）（既存の機能をコーディネート、新たな機能をプロデュース） 

②（      ） 

③（      ） 

 

 

 

5．目指すこと 

 職業能力開発と就職支援はバラバラなものなのか？ 

 

職業訓練と就職支援はバラバラとしないようにすべきだろう。 

もちろんそれぞれ異なる性質をもっているが、職業訓練は就職支援のために大きな効果をも

たらすものであり、無関係ではない。職業訓練担当者が指導だけ、就職担当者が就職支援だ

けを行なうのではなく、受講生の就職支援という同じ目的に向かって協力するようにしてい

くことが効率的でもある。 

 

求職者支援訓練の業務を大局的に捉えることが重要である。多くの職業能力開発施設では、

職業訓練を通した就職支援を実施し、職業訓練による就職支援を通したキャリア形成支援を

おこなっている。 
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 職業訓練を通した就職支援の実現のために必要なこと。 

 

①企業ニーズに基づく訓練コースを設定すること。 

②ある限られた期間で就職できるようにするためのカリキュラム・実施計画を作ること。 

③カリキュラム・実施計画を適切な形で実施運営できること。 

 

④求職者に適切に訓練内容や訓練の狙いを知らせること。 

⑤受講生が集まり、求職者支援訓練が開始されること。 

⑥求職者支援訓練が問題なく運営実施されること。 

 

⑦受講生が訓練内容を習得すること。 

⑧受講生が企業に納得就職すること。 

 

 

つまり、「その訓練が（       ）を目指して作られている」ことが重要。 

また、うまくいっているか（      ）することも重要。 

 

 

 求職者支援制度の目指す訓練の再確認 

 

（   ） 資格を取得することが目的の訓練 

（   ） 生活給付を得ることが目的の訓練 

（   ） 就職の実現が目的の訓練 

（   ） 職業には関係ないが非常におもしろい授業を提供してくれる訓練 

 

 

 

6．将来の求職者支援訓練業務に向けて 

 求職者支援訓練が持つ方向性 
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序章 訓練計画策定の概要 

０－１ 離職者訓練のコースコーディネートに向けて 

（１） 離職者訓練と基金訓練、そして求職者支援訓練 

機構は、長年施設内訓練（アビリティコース）で求職者・離職者に対して、単に

職業訓練を提供するだけでなく、キャリア形成支援など含めて入り口から出口まで

総合的に能力開発サービスを提供してきました。また、委託訓練、実践型人材養成

システム、日本版デュアルシステムなど、教育訓練機関や実習先企業と連携を図り、

職業訓練政策に貢献してきた経験・ノウハウを有しています。 

今般、基金訓練から求職者支援訓練へ制度が移行する中で、機構の知的資源、人

的資源、並びにスケールメリットを持って、求職者支援訓練の認定や教育訓練機関

の指導及び助言等の業務を行うことになりました。これを機構でしか成し得ない業

務として誇りに持ち、適正に制度運営を行う必要があります。 

（２） 求職者支援訓練のコースコーディネートの心得 

「基準」は最低限の必須要件であり、単に基準を満たしていれば良いということ

ではありません。機構が介在するという意義は、前述の機構にしか運用ができない

資源を有しているからです。そして、教育訓練機関に対しては、職業訓練の大きな

目標が“就職”にあることを十分理解してもらい、単に文化教室や資格取得を謳う

事のないように指導及び助言を行う必要があります。また、民間教育訓練機関の優

位性や自助努力を尊重しつつ、指導及び助言という支援を行ない、職業訓練実施機

関としての成長を促すことを意識しながら対応する必要があります。 

（３）コンプライアンス（法令遵守） 

   制度の運用については、法令尊守や個人情報等の取扱いに留意する必要があります。 

 

０－２ 職業訓練の理念 

（１）離職者訓練・求職者支援訓練の目的 

①職業能力開発促進法 第 1 条（目的） 

「この法律は、雇用対策法（昭和 41 年法律第 132 号）と相まつて、職業訓練及び職業

能力検定の内容の充実強化及びその実施の円滑化のための施策並びに労働者が自ら職

業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保するための施策等を総合的

かつ計画的に講ずることにより、職業に必要な労働者の能力を開発し、及び向上させる

ことを促進し、もつて、職業の安定と労働者の地位の向上を図るとともに、経済及び社

会の発展に寄与することを目的とする。」 

 ②職業能力開発促進法 第３条（職業能力開発促進の基本理念） 

「労働者がその職業生活の全期間を通じてその有する能力を有効に発揮できるように

することが、職業の安定及び労働者の地位の向上のために不可欠であるとともに、経済
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及び社会の発展の基礎をなすものであることにかんがみ、この法律の規定による職業能

力の開発及び向上の促進は、産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化に

よる業務の内容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び転職に当たつての円滑

な再就職に資するよう、労働者の職業生活設計に配慮しつつ、その職業生活の全期間を

通じて段階的かつ体系的に行われることを基本理念とする。」 

③職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（求職者支援法） 

第 1 条（目的） 

「この法律は、特定求職者に対し、職業訓練の実施、当該職業訓練を受けることを容

易にするための給付金の支給その他の就職に関する支援措置を講ずることにより、特定

求職者の就職を促進し、もって特定求職者の職業及び生活の安定に資することを目的と

する。」 

（２）第２のセーフティネット(厚生労働省 労働政策審議会) 

就業経験がない求職者、非正規就業を繰り返しており雇用保険に加入していなかった、

または加入していても給付の受給資格を得るに至らなかった求職者や、雇用保険の受給期

間が終了しても就職していない求職者等が増大する中で、政府の「新成長戦略」にも延べ

られているように、「積極的労働市場政策」の視点を踏まえ、失業をリスクに終わらせるこ

となく、新たな職業能力や技術を身につけるチャンスに変える社会を構築することが、成

長力を支えることになります。 

そのためには、雇用保険を受給できない求職者等に対する第２のセーフティネットとし

て、職業訓練・給付・就職支援を行う「求職者支援制度」を恒久制度として創設する必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図０－１ 第２のセーフティネット 
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 ０－3 訓練計画策定の全体像 

（１）職業訓練企画・運営の流れ   （２）受講者・就職支援の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図０－２ 就職に向けた訓練計画策定から実施の概要 

 

０－4 求人と求職、そして就職とは 

就職とは、企業側の求人があって初めて雇用の枠が生まれます。そして、企業は自社に

必要とする人材像、能力や労働条件を示して採用活動を行ないます。一方、求職者は、自

分が希望する職種・職業や労働条件を元に就職活動を行ないます。双方の求める条件がマ

ッチングすれば就職につながりますが、決定権は求人企業側にあり、有効求人倍率や完全

失業率などからも就職は狭き門となっていることが伺えます。 

しかしながら、職業訓練による求職者の保有能力が向上することによって、求人企業の

求める人材像に近づき、就職へ繋がることになります。 

 

訓練ニーズの把握 

求人・求職の動向 

訓練の対象とする 

職業・職種の選定 

職業・職種に就くための 

仕上がり像(訓練目標)の設定

仕上がり像(訓練目標)到達の

ための職務能力の抽出 

職務能力の習得のための 

講師・カリキュラム・教材・

評価方法等の設定 

訓練期間中の習得度の評価と

フォローアップ 

修了時の仕上がり像到達度の

評価 

修了・就職 

(３ヶ月後までフォロー) 

ＨＷでの就職支援 

キャリア・コンサルティング 

職業訓練の選択 

受講指示

入所選考 

受講開始 

就職支援 

キャリア・コンサルティング 

職業訓練運営

 

習得度評価 

フォローアッ

プ 

出席管理 

就職活動支援 

 

就職相談 

面接指導 

就職活動管理 
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・企業の求める
入職レベル

・人材像
・労働条件

・希望する職業・職種
・希望する労働条件
・既存の保有スキル

職業訓練による
スキルの積み上げ

求人企業 求職者

マッチング
採 用

 

図０－３ 求人と求職のマッチングイメージ 

上記図０－３のような求人側・求職側の立場を理解し、就職が促進されるための職業訓

練コース、及び訓練カリキュラムの設定について、次章以降で具体的に説明します。 

求人側・求職側の関係を無視し、保有する資源（教室、機器、講師など）の稼働率など

の教育訓練機関の自己都合に寄ることのない職業訓練コースの設定を心がけてください。 

 

０－5 職業訓練コース企画のポイント 

訓練コースの企画に関しては、職業訓練の理念を理解した上で下表０－１のようなポイ

ントを十分に考慮する必要があります。ポイントを端的に言えば、就職に結びつくことで

すが、就職までの過程には求人ニーズなど様々な要因があります。職業訓練（求職者支援

訓練）では、求職者の就職・勤労を通じた生活の安定を目指すことからも、訓練コースの

企画には、より現実的な就職に結びつく内容でなくてはなりません。 

No. ポイント ポイントの概要 

１ 就職の見込み 
求人指標・ニーズ、成長分野、雇用吸収力が見込めるか 

訓練修了時に就職に必要なスキルの習得が可能であるか 

２ 
職業訓練による能

力習得の可能性 

企画する職業訓練コースで就職可能スキルまで持っていくことが

できるか。訓練期間などの妥当性。 

３ 
職 業 訓 練 の 必 要

性・市場性 

求人企業の求める人材像と訓練目標のマッチング・妥当性。同種コ

ースの競合・供給過多。 

４ 
受講者の応募見込

み 
求職者のニーズや応募の見込みはあるか。 

５ 
実施・運営体制の

整備 

教室・設備・教材などの環境整備、責任者・講師・事務担当者など

の人的体制の整備、職業訓練・就職支援運営体制の整備。 

６ 全体の整合性 上記内容の総合的な整合性をもとにした申請訓練コースの妥当性。

表０－１ 職業訓練コースの企画のポイント 
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第１章 マスタープランの策定 

職業訓練は、就職を最大の目的とした教育訓練です。そのため、受講者に必要な職業能

力を効果的に付与・習得できる訓練コースの設定が重要です。では、訓練コースの設定は、

どのようなプロセスで組立てるべきか説明します。 

 

１－１ 職業訓練ニーズ調査（求人ニーズ、求職ニーズ）、潜在求人の発掘 

教育訓練機関は、訓練コース設定の際に、保有資源（事業分野、教室、講師、訓練内

容など）からの訓練コース設定をする機関が多いと想像されます。 

しかしながら、職業訓練の設定には、労働市場の状況の把握が必要になります。一義

的には、地域の求人ニーズが有力な指標となります。また、求職ニーズとのマッチング

を考慮しないで開設した場合に受講者が集まらないといったミスマッチが生じること

もあります。また、単純に受講者が集まる求職ニーズにとらわれ過ぎると、受け皿の就

職先（求人）が無く、これもミスマッチにおちいります。 

雇用情勢を把握するため下記のようなデータ等を参照して業種・職業を絞り込むこと

が重要になります。 

（１） 地域の求人・求職状況を確認 

(ア) 都道府県の労働局ホームページの労働指標 

① 職業別、業種別の求人状況 

② 労働市場月報 

③ 求人・求職バランスシート 

（２） 地域の産業 

(ア) 地場産業、主要産業 

(イ) 地域振興策による重点産業（都道府県の産業振興課など） 

（３） 地域の職業訓練コースとの競合 

(ア) 公共職業訓練の状況 

① 雇用支援機構ホームページ（http://www.jeed.or.jp/js/） 

② 都道府県の委託訓練コース情報 

(イ) 基金訓練、求職者支援訓練との競合 

① 機構ホームページや機構センターホームページや情報収集 

② 中央職業能力開発協会ホームページ（基金訓練コース情報） 

（４） 全国的な指標 

(ア) 厚生労働省 統計情報・白書 

① 雇用関係統計調査 

② 厚生労働白書 

(イ) 人材ニーズ調査（厚生労働省、経済産業省、商工会議所、都道府県など） 
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(ウ) 新成長戦略（首相官邸） 

（５） 過去の就職・採用実績 

 

１－２ 対象とする職業・職種（訓練目標）の設定 

 前述の１－１で、就職が見込める「産業・業種」などが絞り込めます。ここでは、も

う一つ細かい段階である「職業・職種」を選定することにより、人物像が浮かび上がり

職につくための職業訓練の目標を設定します。 

 

（１） 職業・職種の選定 

ハローワークの求人票などでは、「日本標準職業分類」から用いた職業名が用いられ

ています。また、民間の求人情報などでは、一般に認知されている職業・職種名もあ

ります。大事なことは、求人側と求職者が互いに同じ認識で表現することがポイント

となります。 

(ア) 業種と職種をあわせて表現することが望ましい事例。 

例：建設業の経理職、総合スーパーの販売職、建築 CAD オペレーター、訪問型介護

サービス業の介護スタッフ、OA 機器の保守エンジニア 

(イ) 業種にとらわれない職種の事例。 

 例：溶接工、旋盤工、営業職など 

(ウ) 解釈が曖昧でわかりづらい職種の事例 

 例：セールスエンジニア、介護スタッフ、営業職、Web クリエイターなど 

（２） 訓練目標（仕上がり像）の設定・表現 

訓練目標（仕上がり像）は、職業訓練を受講した結果、習得する職業能力・業務遂

行能力を具体的に表現します。 

(ア) 表現上の留意点 

資格取得を最終的な訓練目標とすることは、適切ではありません。就職するこ

とが目標です。ただし、業務遂行のために必須の資格・免許などは、就職するた

めの要件として必要に応じて訓練目標に含む場合もあります。 

(イ) 具体的な表現 

① 職業・職種に就くための職業能力の習得過程・習得スキルを表現すること。 

例：「○○に必要な知識、技能・技術を習得し～」 

② 具体的な職務遂行能力を表現すること。 

例：「～知識、技能・技術を習得し、〇〇設計や〇〇構築ができる。」 

③ 具体的な職業・職種に就くことを表現すること。 

例：「～○○の業務に従事できる。」、「～○○として職務遂行ができる。」 

（３） 訓練対象者の前提条件 
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離職者訓練の応募者の多くは、想定する職業・職種に対する前提知識を持たない方

が多く、いわゆる未経験者です。ただし、必要に応じてパソコンの基本操作などの要

件を付すことがあります。 

前提条件は、入所選考の要件としても、前提知識を満たしているか問うことになる

ので受講希望者に前提条件を的確に明示する必要があります。 

 

演習課題１ 訓練コースの企画 

実践コースの訓練目標の設定演習を行ないます。 

（１） 企画しようとする業種の求人ニーズ、その労働条件等の調査 

参考サイト  

各労働局：労働市場月報や求人求職バランスシート 

一般職業紹介状況（職業安定業務統計） 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/114-1.html 

労働力調査（総務省統計局） 

http://www.stat.go.jp/data/roudou/ 

賃金構造基本統計調査（厚生労働省）  

http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/detail/index.html 

全国の求人数・状況  

都道府県の求人数  

求人の多い業種・職種  

その平均給与  

その応募要件 
（パソコン操作等） 

 

 

（２） 想定する職業・職種の選定 

① 職業・職種から絞り込む 

参考サイト 

主な職種一覧： https://www.hellowork.go.jp/info/job_dictionary.html 

職業図鑑： http://www.aaaaaa.co.jp/job/ 

②訓練分野から絞り込む 

02 ＩＴ分野    11 デザイン分野 

03 営業・販売・事務分野  12 輸送サービス分野 

04 医療事務分野   13 エコ分野 

05 介護福祉分野   14 調理分野 

06 農業分野    15 電気関連分野 

07 林業分野    16 機械関連分野 

08 旅行・観光分野   17 金属関連分野 

09 警備・保安分野   18 建設関連分野 

10 クリエート（企画・創作）分野  19 理容・美容関連分野 

20 その他の分野 

 

 

 

 

想定した業種・訓練分野 想定する就職先の職務・仕事 
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（３） 想定した職業・職種の入職要件、主な必要能力、関係資格などの把握 

 

 

 

 

 

（４） 訓練目標（仕上がり像）の設定（全角２００文字以内） 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 訓練科名の設定（全角４０文字以内） 
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【解答例１】成長分野から企画した事例（情報通信業と決め打ちした場合） 

（１） 企画しようとする業種の求人ニーズ、その労働条件等の調査 

①情報通信業の職業は、厚生労働省の統計上では「システム・エンジニア」と「プ

ログラマー」の２種しかりません。実際の関連職種は、専門ごとに多様化してお

り統計から読み取ることは困難です。 

②全国の求人状況：厚生労働省が公開する「一般職業紹介状況」の「第 3 表 - 1

主要産業別、規模別一般新規求人状況」をみると常用雇用で全産業総数 396,663

名の新規求人に対して「情報通信業」は、17,042 名で際立って多くはない。 

③職業図鑑（http://www.aaaaaa.co.jp/job/）で Web 関係の職種を見ると、Web プラ

ンナー、Web デザイナー、Web プログラマー、Web マスター、Web イラストレータ

ーなど多様な職種が紹介されている。 

④成長分野からの比較的初心者でも入職が容易な Web デザイナーを選択。 

①全国の求人数・状況 情報通信業 常用新規求人 17,042 名 

②都道府県の求人数 － 

③求人の多い業種・職種 情報通信業だが職業分類上デザイン関係

に該当する。 

④その平均給与 － 

⑤その応募要件 
（パソコン操作等） 

パソコンの基本操作 

インターネットの基本知識 

（２） 想定する職業・職種の選定 

 
 

（３） 想定した職業・職種の入職要件、主な必要能力、関係資格などの把握 

 
 
 
（４） 訓練目標（仕上がり像）の設定（全角２００文字以内） 

 
 
 
 
（５） 訓練科名の設定（全角４０文字以内） 

 
 
 

※ Web の裏側のプログラミングの要素が多い場合は、Web プログラマーが適当 

想定した業種・訓練分野 想定する就職先の職務・仕事 

情報通信業（デザイン分野） Web デザイナー 

パソコンの基本操作、インターネットの基本知識・操作 

ＯＳや端末（パソコン、携帯など）による Web デザインの違いなどを知っていること。

インターネットや Web を構成するコンテンツ（HTML、画像、動画、Flash など）に関す

る知識や技術を習得し、Web コンテンツをデザイン・制作する職業に就くことを目的と

する。 

例：Web デザイナー養成科 

モバイルコンテンツデザイン科（←携帯コンテンツに特化した場合） 
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【解答例２】大分県を想定した事例 

（１） 企画しようとする業種の求人ニーズ、その労働条件等の調査 

①全国の求人状況：厚生労働省が公開する「一般職業紹介状況」の「第 3 表 - 1

主要産業別、規模別一般新規求人状況」をみると常用雇用で全産業総数 396,663

名の新規求人に対して「医療、福祉」業は、最も多い 78,334 名で約 2 割を占め

ている。  

②大分県労働局が公表している「労働市場月報（８月）」から一般求人総数が 4,619

名のなかで、「医療、福祉」業に 1,010 人の求人があり雇用吸収分野として期待

できる。 

③インターネットハローワークで大分県の「医療、福祉」業の常用雇用かつ“介護”

のキーワードで検索したところ 645 件の求人が抽出された。 

④賃金構造基本統計調査「職種別第 1 表職種別きまって支給する現金給与額、所定

内給与額及び年間賞与その他特別給与額（産業計）」によると企業規模（１０名

以上）ホームヘルパーの現金給与は 210.9 千円であった。 

⑤インターネットハローワークで、求人票を参照し、「必要な免許・資格」欄を確

認した。 

①全国の求人数・状況 常用新規求人 78,334 名 

②都道府県の求人数 1,010 名 

③求人の多い業種・職種 医療、福祉 

④その平均給与 平均年齢 44.1 歳、210.9 千円 

⑤その応募要件 
（パソコン操作等） 

ホームヘルパー２級以上、普通自

動車免許など 

（２） 想定する職業・職種の選定 

 
 
 
（３） 想定した職業・職種の入職要件、主な必要能力、関係資格などの把握 

 
 
 
（４） 訓練目標（仕上がり像）の設定（全角２００文字以内） 

 
 
 
 
（５） 訓練科名の設定（全角４０文字以内） 

 
 
 

第２章 訓練カリキュラムの策定 

想定した業種・訓練分野 想定する就職先の職務・仕事 

医療、福祉 ホームヘルパー 

経験不問が比較的多い、 

ホームヘルパー２級以上、普通自動車免許など 

ただし、ホームヘルパー２級を必要としない介護職員の求人も多い  

介護職員に必要となる知識や介護技術を習得し、また、ホームヘルパー２級の取得を通

じて、訪問介護・施設型介護の正規職員としての就職を目指す。 

例：ホームヘルパー実践科、介護スタッフ養成科 
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訓練カリキュラムの策定は、訓練目標（仕上がり像）を達成するために必要な職業能力

の習得に必要な“科目等”を明らかにすることになり、訓練期間や訓練運営の根本となり

ます。 

また、訓練カリキュラムは、受講者募集時などの訓練実施機関と受講（希望）者の理解

を共通化する意味でも重要な情報になります。 

基本的に訓練カリキュラムは、現場の職務・仕事・作業などを元に組立てられます。 

 

２－１ 訓練目標を達成するために必要な職業能力の分析・参照 

（１） 選定した職業・職種の業務（職務・仕事・作業）内容、必要職業能力の分析・参照 

想定する業種や職種が選定していれば、下記のような職業能力分析資料が、業種

ごとの職業能力を詳細に整理していますので、訓練カリキュラムを設定する際の基

本情報として有用です。 

(ア) 生涯職業能力開発体系（機構） 

① 機構ノーツ「機構掲示板」より、生涯職業能力開発体系の全データが圧縮フ

ァイル（ZIP 形式）を取得できます。 

② 最新の業種一覧ファイル 

職業能力体系（仕事の体系）のモデルデータ一覧［平成 23 年 9 月現在］.pdf 

③ 業種→部門１→部門２→職務→仕事→作業→関連する知識、技能・技術の全

データを含んだ xlsx ファイルにより、生涯職業能力開発体系から 

  モデルデータ検索用データベース［平成 23 年 9 月現在］.xlsx 

(イ) 職業能力評価基準（中央職業能力開発協会） 

① 対応職務早見表 http://www.hyouka.javada.or.jp/jirei/ 

この早見表により、対象とする業種・職業から関連する能力ユニットを簡易

に検索できます。 

(ウ) 日本版デュアルシステム訓練修了後の評価項目作成支援ツール（機構） 

(エ) ＩＴＳＳ（（独）情報処理推進機構）などの公的機関の示す能力評価基準 

(オ) 技能検定や資格の想定スキル 

（２） 参考カリキュラム 

(カ) 機構ホームページ 

(キ) 能力開発データベース（機構 職業能力開発総合大学校ＨＰ） 

(ク) 有期実習型訓練カリキュラム（中央職業能力開発協会） 
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訓練カリキュラムの参照・作成例： 

生涯職業能力開発体系からカリキュラムを作成する手順 

【生涯職業能力開発体系のデータ構造】 

（１） 訓練コースで選定された業種、職務・職種に関係する生涯職業能力開発体系の業種

モデルの参照（生涯職業能力開発体系様式１） 
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（２） 職務から仕事・作業の内容の参照（生涯職業能力開発体系様式３） 

認定様式第５号の「科目」・「科目の内容」が、【能力要素】、【能力要素の細目】に

相当します。教える順番、難易度や学習量を踏まえて、訓練時間と併せて設定しま

す。 

生涯職業能力開発体系
【能力要素】＝仕事

【能力要素の細目】＝作業

訓練カリキュラムの教科目（学科・
実技に適用できます。

生涯職業能力開発体系
【能力要素】＝仕事

【能力要素の細目】＝作業

訓練カリキュラムの教科目（学科・
実技に適用できます。

 

（３） 具体的な知識、技能・技術の抽出：（生涯職業能力開発体系様式４） 

ジョブ・カード様式４－２（評価シート）の評価項目の参考となります。 

業種の一般的なモデルとして【能力要素の細目の内容】、知識、技能・技術が記載

されています。また、仕上がり像（訓練目標）、技術動向などに応じて微調整を必

要に応じて行ないます。 

生涯職業能力開発体系の
【能力要素の細目の内容】

具体的な知識、技能・技術記しています。

ジョブ・カード様式４－２（評価シー
ト）の評価項目として参考にできます。

生涯職業能力開発体系の
【能力要素の細目の内容】

具体的な知識、技能・技術記しています。

ジョブ・カード様式４－２（評価シー
ト）の評価項目として参考にできます。

 

− 77 −

参考資料３　離職者訓練コースコーディネートマニュアル～離職者訓練コースの企画・計画～（求職者支援訓練・暫定版）



（４） 訓練カリキュラムの構成 

ネットワーク基本

安全衛生

職業人スキル
職場体験など

ＬＡＮ構築

ＬＡＮ／ＷＡＮ構築

教える順番や難易度を加味
しながら、カリキュラムの
構成（順番・訓練時間、日
別計画表など）を考慮

教える順番や難易度を加味
しながら、カリキュラムの
構成（順番・訓練時間、日
別計画表など）を考慮

学科 実技

 

 

２－２ 訓練カリキュラムの策定（科目、科目の内容、訓練時間など） 

【認定様式第５号訓練カリキュラム】（抜粋） 

訓練時間

学科 時間 実技 時間 職場体験等 時間

円計合

企業実習 □実施しない　　　　□実施する　※実施する場合、カリキュラムは別途作成し、総時間のみ記入してください。

訓練時間総合計 時間

□職場体験　　□職業人講話
□職場見学　　□その他

　受講者の負担する費用
教科書代　　　　　　　　　　  　　　　　　　　円
その他（　　　　　　　　）　　 　 　　　　　　　円

実
 
 
 
技

訓
 
練
 
内
 
容

容内の目科目科

学
 
 
 
科

 

【科目は】は、 

生涯職業能力開発体系の「能力要

素」・「能力要素の細目」 

職業能力開発評価基準の 

「職務」・「能力ユニット」に対応 

【科目の内容】は、おおむね 

生涯職業能力開発体系の「能力要素

の細目」、「能力要素の細目の内容」 

職業能力開発評価基準の 

「能力ユニット」・「能力細目」に対応 

− 78 −

調査研究資料 No.131



（１） 科目、科目の内容の抽出 

想定している職業・職種に必要となる職務遂行能力を洗い出し、実務を想定して科

目等を構築することが一般的です。 

職業訓練の一般的なカリキュラム様式は、大きく【学科】と【実技】に分かれてい

ます。実践力・現場力を重んじる職業訓練では、実学一体として知識と技能・技術、

【学科】と【実技】が対になることが多くなります。 

【学科】とは、座学を中心に業務遂行するために必要となる知識の習得を目的に構

成されます。また、技能・技術の裏付けとなる理論・原理等の知識の習得としても重

要なものです。 

【実技】とは、業務を実践的に遂行するための具体的な技能・技術の習得を目的に

構成されます。例として、製造業を想定した場合は、製品・商品を制作するために必

要な、準備・段取り、加工、仕上げ、検査などの一連の工程を実践します。サービス

業では、各種サービスをロールプレイング等で実践学習します。 

（２） 訓練時間の設定 

設定した仕上がり像（訓練目標）に到達するために十分な時間が必要となります。

また、想定している訓練期間で到達できるかも留意する必要があります。 

※ 求職者支援訓練では、下記（３）～（５）の内容を盛り込む必要があります。 

（３） 自己理解、職業意識、表現スキル、人間関係スキル当に関するカリキュラムが必須 

① 基礎コース：６０時間程度目安 

② 実践コース：３０時間程度目安 

（４） パソコン操作や文書作成の基礎的実習 

① 基礎コース：３０～６０時間程度を目安に必須 

② 実践コース：必須としない。 

（５） 職場見学、職場体験、職業人講話等 

基礎コース・実践コース共に１８時間以上を必須 
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演習課題２ 訓練カリキュラムの作成 

 ここでは、申請様式第５号の「訓練内容」にある【科目】、【科目の内容】について参考

となる基準（今回は、生涯職業能力開発体系）を活用して、訓練カリキュラムの作成を行

ないます。実際に認定様式第５号に記載しながら進めてください。 

 

（１） 演習課題１（１）で設定した「想定した業種・訓練分野」を再確認して、生涯職業

能力開発体系の業種モデルにあるかどうか確認します。無い場合には、職業能力開

発評価基準の業種からも探してみます。（ここでは、生涯職業能力開発体系を活用

して進めていきます。） 

該当する業種の生涯職業能力開発体系様式１を参照し、「想定する就職先の職務・

仕事」に近い【職務】を探します。 

 

（２） 【職務】を選択したら、今度は、生涯職業能力開発体系様式３から該当する【職務】

の項目を探します。併せて、生涯職業能力開発体系様式４からも該当する職務に関

する部分を探します。 

 

（３） 想定する就職の入職レベルに応じて生涯職業能力開発体系のＬＶ１～２付近を中

心に、【能力要素】、【能力要素の細目】、【能力要素の細目の内容】を参考にしなが

ら学科と実技に分けて、認定様式第５号へ記載します。 

 

（４） 求職者支援制度で必須となっている職業意識や職場見学等の必須科目を設定しま

す。 

 

（５） 訓練目標（仕上がり像）と訓練カリキュラム全体を照らしあわせて、内容が伴って

いるか確認します。また、訓練時間の合計や割り振りについて適切か確認します。 
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２－３ ジョブ・カード様式４－２評価シートの作成 

求職者支援制度では、訓練受講者の就職支援策の一環として、職業訓練を受講すること

により習得した技能及びこれに関する知識の適正な習得度評価を、訓練期間１ヶ月ごとに

少なくとも１回行うとともに訓練終了時においても行い、これらの評価内容をジョブ・カ

ードに記載し、訓練受講者に交付することとされています。 

機構ホームページより「求職者支援制度における評価シート作成マニュアル」、及び一

部モデルがダウンロードできます。http://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/ 

 なお、ジョブ・カード様式４－２は、従来の様式４（評価シート）とは、自己評価欄が

無いなど、求職者支援訓練用に項目が変更されています。 

（１） ジョブ・カード様式４－２号の概要 

大きく３つの項目に分かれています。 

Ⅰ 訓練機関・訓練目標 

Ⅱ 知識、技能・技術に関する能力 

Ⅲ これまでの職務経験や訓練を踏まえた今後の就業の目標・希望 

（２） Ⅱ 知識、技能・技術に関する能力の作成 

基本的には、仕上がり像（訓練目標）を構成する学科・実技を表現した訓練カリ

キュラムに準拠して、客観的な評価が可能な項目を抽出します。「知識、技能・技

術に関する評価項目」は、生涯職業能力開発体系の「能力要素の細目」や「能力要

素の細目の内容」などが該当し、また、職業能力開発評価基準では、能力ユニット

の「能力細目」や「職務遂行のための基準」が該当します。 

   

A B C
(1)

学 (2)

(1)

(2)

科 (1)

(2)

(1)

(2)

(3)

実 (4)

(1)

(2)

技 (3)

(4)

(1)

(2)

(3)

　　 取得日　　平成　　　年　　　月　　　日

　　 取得日　　平成　　　年　　　月　　　日

知識、技能・技術に関する評価項目 コード

Ⅱ　知識、技能・技術に関する能力　　（「知識、技能・技術に関する評価項目」ごとに、該当する欄に○を記載）

　（１）科目評価
　　A：到達水準を十分に上回った　B：到達水準に達した　C：到達水準に達しなかった 　（評価は、試験結果等に基づき記載されたものです）

科目名
評価

　評価項目の引用元（企業横断的な評価基準を活用した場合のみ）：

　(特記事項)

　（２）訓練の受講を通じて取得した資格（任意）

　　

　（３）訓練期間中又は訓練終了後に取得した資格（任意）　　　※訓練と密接に関わる資格のみを記入
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（３） 項目「Ⅲ これまでの職務経験や訓練を踏まえた今後の就業の目標・希望」 

この欄は、訓練期間中のキャリア・コンサルティングを踏まえて、受講者と登録キャリ

ア・コンサルタント（ジョブ・カード講習の受講等によりジョブ・カードの交付を行うこ

とが認められたキャリア・コンサルタント）が面談しながら記載する欄です。 

（訓練から学んだこと）

（今後の就業の目標・希望）

訓練受講者記入欄

（これまでの職務経験から学んだこと）

Ⅲ　これまでの職務経験や訓練を踏まえた今後の就業の目標・希望

キャリア・コンサルタント記入欄　（仕事の経験・訓練から得た強み、訓練への取組姿勢、就業に向けた意欲等）

 

 

２－４ 成績考査（小テスト、修了試験）の設定方法 

評価とは、何を評価するのか、いつ評価するのか、何のために評価するのか、訓練目標

に対する習得度などを確認する指標となります。 

（１） 小テスト（中間考査） 

現在までに習得した内容の習得度を評価する役割を担い、到達度を測ります。 

・ 習得（到達）できていない内容の明確化 

・ 習得に向けた補講・補習 

（２） 修了時テスト（修了考査） 

仕上がり像（訓練目標）に対する習得（到達）を最終（総合）評価するものです。

訓練分野にも依りますが、就職面接の際に提示できるようなモノの作成課題などが就

職活動に役立ちます。 
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・ 加工・制作したモノ 

・ 制作したＷＥＢコンテンツ、アプリケーション、プログラムソース 

・ 設計図面、施工図面、ＣＡＤ図面 

・ 電気設備、配管、内装工事などの施工写真 

・ 免許・資格、技能講習修了証明書など 

 

２－５ 訓練コースの総合的点検のポイント  

 下記①～⑤の書類間で整合性がとれているか、下図のようなポイントで確認します。 

① 認定様式第５号：訓練カリキュラム 

② 認定様式第６号：日別計画書 

③ 評価シート（ジョブ・カード様式４－２） 

④ 成績考査（中間考査、修了考査）のテスト類 

⑤ 設定趣旨書 ※新規参入分のみ提出 

※ また、認定様式第４号の「事業内容」、「業種名」の内容が、教育訓練機関として、更

には当該訓練分野実施するにあたって適当であるかもポイントである。 

認定様式第５号
訓練カリキュラム

認定様式第６号
日別計画表

ジョブ・カード
様式４－２

（評価シート）

成績考査
小テスト(中間考査)

修了考査

設定趣意書
（新規参入のみ）

科目の内容に評価項
目が伴っているか？

スケジュールの中に
適切に成績考査が設
定されているか？

訓練ニーズや訓練目
標、実施体制が伴っ
ているか？

適切にス
ケジュー
ル設定さ
れている
か？

評価項目
を客観的
に評価で
きる考査
になって
いるか？

訓
練
内
容
の
習
得
度
を

測
る
成
績
考
査
に
な
っ

て
い
る
か
？
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お願い 

 

今後、能力開発研究センターがより良い調査・研究を行うために、本書のご活用目的等に関し

て、以下の項目のご連絡を賜りますようご協力をお願い申し上げます。 

ご連絡は、下記フォーマットで、郵送又はFAX（042-763-9048）でお願い致します。（ホーム

ページ上からの受付も検討中） 

 

ご連絡用フォーマット 

項  目 記 入 欄 

１）使用目的 

 

 

 

 

２）使用年月日 

 

 

 

 

３）使用形態（紙のみ、OHP使用等） 

 

 

 

 

４）使用者（所属、役職、氏名） 

 

 

 

 

５）連絡先（住所、電話番号等） 

 

 

 

 

６）本書を複製した場合、複製箇所、 

複製部数、複製形態（紙、OHP等） 

 

 

 

 

 

７）本書に対するご意見、ご要望 

 

 

 

 

 

 

その他、お問い合わせは能力開発研究センター普及促進室（042-763-9155）にご連絡下さい。 

 

 





　本報告書等は、能力開発研究センター「職業能力開発ステーションサポートシステム

能力開発研究センター刊行物検索」から閲覧、ダウンロードができます。
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